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大林組の環境方針関連

※1997年に策定し、適宜見直しを行っています。

◎環境方針

大林組環境方針

■基本理念

■基本方針

1. 環境保全に関する法令等を順守する。

2. 省エネルギー・省資源、二酸化炭素排出量の削減、リサイクルの推進、廃棄物の発生抑制、有害化学物

質の発生抑制、グリーン調達および自然生態系の保全など、環境負荷の低減をおこなう。

3. 環境保全に関する保有技術を積極的に活用し、さらに有効な技術の開発をおこなう。

4. 環境保全活動で培ったノウハウを、事業活動を通じて、社会に還元する。

5. 地域社会とのコミュニケーションを図り、地域の環境保全に取り組む。

6. 環境教育、広報活動などにより、全社員に環境方針を周知徹底し、環境保全の意識の向上を図る。

7. 関連会社や協力会社に環境保全への積極的な取り組みを求め、それを支援する。

2007年6月28日

株式会社大林組 取締役社長 白石 達

大林組は、環境問題に対する自主的な取り組みと、その継続的改善を経営の重要課題の一つとして位置づけ、

全ての事業活動を通じて、環境への影響に配慮し、その保全に努めることにより、持続的な発展が可能な社

会づくりに貢献する。

これらを継続的に推進するため、環境保全の仕組みを確立し、実施、維持する。

◎大林組と環境との関わり



◎中期目標

90％以上機械工場の産業廃棄物のリサイクル率を向上

8ｍ3/人以下水使用量を削減

環境設計データシート活用
100％

環境配慮設計を実施設計

5つの重点課題のうち
3つ以上を提案

環境配慮提案を実施営業

2,380kWh/人以下電力使用量を削減

オフィスなどでの
環境保全活動

60kg/人以下用紙使用量を削減

90％以上事務用品のグリーン調達率を向上

140 kg/人以下廃棄物排出量を削減

80％以上廃棄物のリサイクル率を向上

1990年度比34％以上削減建設段階：二酸化炭素排出の総量を削減

地球温暖化対策

５
つ
の
重
点
課
題

基準建物比30％以上削減設計段階：建物のＬＣＣＯ２を削減

活動の支援社員（家庭）：世帯当たりのエネルギー消費量を削減

90％以上建設段階：建設現場のゼロエミッション基準達成率を向上

建設廃棄物対策
対策

2％以下建設段階：建設廃棄物（汚泥を除く）の最終処分率を低減

80％以上建設段階：電子マニフェストの利用率（枚数比）を向上

100％建設段階：有害化学物質管理シートによる適正管理を実施

化学物質対策
100％自社：保有地の土地取引時に土壌汚染調査を実施

2007年度比5％以上削減オフィス等：用紙使用量を削減

2007年度比5％以上削減オフィス等：廃棄物排出量を削減

100％建設現場・工場等：ゼロエミッション活動を実施

2007年度比5％以上削減オフィス等：二酸化炭素排出の総量を削減

2007年度比5％以上削減建設現場・工場等：二酸化炭素排出の総量を削減

グループ会社の支援

各国の状況に適切に対応
海外での
環境保全活動

200回/年以上環境法令研修を実施

対象工事で100％工事事務所向け環境法令調査を実施
環境法令順守

対象物件で100％建設・設計段階：合法性が証明された木材・木材製品の調達を実施

25％以上
建設段階：特定の建設資材（再生骨材、高炉セメント、電炉材など）
のグリーン調達率を向上グリーン調達

月1回以上の情報提供社員：環境植林などのボランティア活動を支援

100％自社：保有森林の現況調査を実施し整備計画を策定・実施

該当工事で100％建設段階：環境保全活動の手順書を実施

生態系保全

600kg以下自社（機械工場）：PRTR法対象物質の取扱量を削減

100％自社：ＰＣＢの適正管理を実施

2012年度目標施策分野



環境トータルナビ２
（事務局用）

大林組の環境マネジメントシステム（ＥＭＳ）関連

※2007年度はISO14001認証の第３回更新審査を受審

しました。

*共通業務、土木、建築、設計、営業 等

※東京本社、本店、各支店の「環境管理責任者」お

よび「事務局」を対象とした「全店環境管理責任

者連絡会」を6ヶ月毎に開催し、活動方針の周知や

意見交換などを行っています。

◎ＥＭＳ組織体制図（2008年4月現在）

ＣＳＲ委員会（委員長：社長）

環境管理総責任者 事務総局

東京本社
環境管理責任者

事務局
各部門*

環境担当者
各部門

環境推進者

本店（大阪）
環境管理責任者

事務局
各部門

環境担当者
各部門

環境推進者

名古屋支店
環境管理責任者

事務局
各部門

環境担当者
各部門

環境推進者

九州支店
環境管理責任者

事務局
各部門

環境担当者
各部門

環境推進者

東北支店
環境管理責任者

事務局
各部門

環境担当者
各部門

環境推進者

横浜支店
環境管理責任者

事務局
各部門

環境担当者
各部門

環境推進者

札幌支店
環境管理責任者

事務局
各部門

環境担当者
各部門

環境推進者

広島支店
環境管理責任者

事務局
各部門

環境担当者
各部門

環境推進者

四国支店
環境管理責任者

事務局
各部門

環境担当者
各部門

環境推進者

神戸支店
環境管理責任者

事務局
各部門

環境担当者
各部門

環境推進者

北陸支店
環境管理責任者

事務局
各部門

環境担当者
各部門

環境推進者

◎ＥＭＳに対する外部審査の結果

◎ＥＭＳ内部監査の結果

◎「環境ナビ」シリーズの構成

環境トータルナビ１
（事務総局用）

環境オフィスナビ
（常設部門用）

環境サイトナビパック
・環境サイトナビ
（工事事務所用）

（矢印は、他のナ

ビからの成果品

の掲載・使用状

況を示す）

※「環境ナビ」はISO14001規格（2004年版）に準拠

した、大林組独自のＥＭＳ文書システムです。

1件観察事項件数

5件軽微な不適合

1件重大な不適合
不適合件数

東京本社、本店、九州支店、
東北支店、横浜支店、
神戸支店、技術研究所、
大阪機械工場

審査対象

2007年7月9日～7月17日実施期間

(財)建材試験センター審査登録機関

2007年度項目

108件観察事項件数

19件不適合件数

629名内部監査員数（実働）

363件（ 94％）実施（実施率）

387件計画
合計

11件（100％）実施（実施率）

11件計画
事務局

281件（ 94％）実施（実施率）

298件計画
工事事務所

71件（ 91％）実施（実施率）

78件計画
常設部門

監査
件数

全店、全部門監査実施対象

2007年度項目



各店
5以上

○
各店
4～16

各店
2以上

回環境研修の実施
自然環境・生態系
の変更を抑制する

18以上×13.918以上％建設資機材等のグリーン調達率の向上

78以上○7775以上％オフィス用品のグリーン調達率*6の向上グリーン調達を
実施する

285以下－－－kg1-3-5トリメチルベンゼン使用量*5の削減

－○9.250以下kgトルエン使用量*5の削減

260以下○229.4265以下kgキシレン使用量*5の削減

700以下○599.3800以下kgＰＲＴＲ法対象物質取扱量*5の削減

有害化学物質の
発生を抑制する

－○98.895以上％
建設現場でのアイドリングストップ実施率
の向上

95以上×94.595以上％
建設現場での省燃費運転の実施度調査
合格率*4の向上

95以上△94.795以上％建設現場での省燃費運転実施率の向上

－○11以上回省燃費運転実体験研修会の実施

二酸化炭素の
発生を抑制する

97.5以上○97.296以上％
建設廃棄物（汚泥を除く）の全体リサイク
ル率の向上

－△18.317以下kg/m2新築建築工事からの建設廃棄物（汚泥を
除く）平均単位総排出量の削減

－○4.965以下kg/m2新築建築工事からの混合廃棄物平均単
位排出量の削減

△79.6建築
83以上

○82.2
80以上％

土木当社ゼロエミッション達成基準*3を
満たす建設現場の割合の向上

55以上－45.9－％
建設現場での電子マニフェスト利用率の
向上

86以上×72.784以上％
建設廃棄物を除く産業廃棄物のリサイク
ル率の向上

82以上○8179以上％一般廃棄物のリサイクル率*2の向上

140以下○134.3150以下kg/人一般廃棄物排出量*2の削減

廃棄物の発生を
抑制する

8.8以下－9.1－m3/人オフィスでの水道水使用量*2の削減

2,356以下△2,357.92,345以下kWh/人オフィスでの電力使用量*2の削減

61以下○64.167以下kg/人オフィスでの用紙使用量*2の削減
資源・エネルギーの
消費を抑制する

目標値評価実績値目標値*1

2008年度2007年度
単位環境目標環境目的

◎2007年度の環境目標と実績および2008年度環境目標

＊1 社会・環境報告書2007に掲載された2007年度「目標値」は、2006年度の従業員数および売上高に基づいて算出しているため、ここに掲
載している「目標値」と異なる場合があります。

＊2 対象は、東京本社、本店、各支店の入居するビルです。各機械工場、各機材センター、技術研究所は除きます。(2008年度目標値は各機
械工場、技術研究所を含みます)

＊3 建設廃棄物（汚泥を除く）の最終処分率5％以下。［建築新築工事］左記または最終処分量5kg/m2以下。

＊4 各建設現場において「省燃費運転実施度調査表」を用いて実施する調査（100点満点）で60点以上だった対象者の割合。

＊5 対象は、各機械工場、技術研究所です。

＊6 工事事務所は除きます。

凡例

〇：目標値を達成した項目

×：目標値を未達成の上、前年度実績より低下した項目

△：目標値を未達成であるが、前年度実績より向上もしくは同レベルの項目

赤（下線）：2008年度から新たに設定した項目

青（斜体）：十分な結果が出たと判断し、2008年度目標から除く項目
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５つの重点課題：地球温暖化対策

◎建設段階の二酸化炭素排出量の推移 ◎建設段階の二酸化炭素排出源（2007年度）

◎建設現場での二酸化炭素排出削減対策の
実施状況の推移

掘削機械
15%

電力
37%

その他
建設機械

18%

運搬車両
29%

灯油
1%

軽油
62%

9998907469
アイドリング

ストップ
実施率（％）

9592822822
省燃費運転
実施率（％）

2007
（845）

2006
（917）

2005
（939）

2004
（203）

2003
（319）

年度
（調査対象

工事事務所数）

◎建設現場での省燃費運転・アイドリングストップ
の効果の推移

◎2007年度に設計した建物のＬＣＣＯ２*1削減率

全体*2

学校等

病院等

ホテル等

物販店舗等

事務所等

用途

43

3

5

2

11

22

件数

（件）

29.536.21,93148,22240,633

11.616.6143371,446

25.130.312,416251,504309,107

14.717.62125,1299,754

25.430.18,662160,701183,459

22.228.21,59737,11673,815

ＬＣＣＯ２

（％）

エネルギー量

（％）

ＬＣＣＯ２

（t-CO2/年）

エネルギー量

（GJ/年）

削減率削減量合計

延床面積

（m2）

＊1 建物のライフサイクル（資材生産～建設～運用～修繕・改修～解体～廃棄・リサイクル）での二酸化炭素排出量

＊2 「工場等」「飲食店等」「集会所等」「その他」に分類される建物は算定対象から除外
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◎建設現場のゼロエミッション基準*達成率の推移

◎建設廃棄物の排出量・リサイクル率の推移
（汚泥を除く）

５つの重点課題：建設廃棄物対策

＊ゼロエミッション達成基準

建設廃棄物（汚泥を除く）の最終処分率5％以下

［建築新築工事］上記または最終処分量5kg/m2以下

◎新築の建築工事の建設廃棄物（汚泥を除く）・混
合廃棄物排出量の推移

◎電子マニフェストの使用枚数・使用率の推移

◎建設廃棄物の種類別処理・処分の割合の推移
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５つの重点課題：化学物質対策

◎主な化学物質と各段階での対応例

◎室内空気質実態調査＜技術研究所調査分＞
（2007年度）

◎アスベスト処理量の推移

－
解体
工事

・有無確認
・所有者（発注者）
の自治体への届出
を確認

・施工箇所養生等
・所有者（発注者）
に引渡し

・使用箇所確認
・分別解体
・適正廃棄

・使用箇所確認
・施工届出
・施工箇所養生等
・分別解体
・適正廃棄

改修
工事

・事前調査内容確認
・汚染土壌対策
・搬出土砂調査
・搬入土砂調査

－－－
・使用資材含有物質
確認、資料整備

・使用資材見直し
・施工方向検討
・濃度測定、換気

新築
工事

建
設
段
階

－－－
・原因物質使用削減
・規制・要望対応
・建材サンプル確認

設計段階

・土壌汚染調査・使用・有無調査・使用調査・使用調査・規制等調査
・発注者要望確認

営業段階

<汚染土壌>
VOC･重金属･油類等

PCB
（ポリ塩化ビフェニル）

<石膏ボード>
ヒ素・カドミウム

アスベスト
（石綿）

VOC
（揮発性有機化合物）

化学物質

測定物質

ホルムアルデヒド、アセトアルデヒド、トルエン、
キシレン、エチルベンゼン、スチレン、
パラジクロロベンゼン

測定物件

9物件 住宅 ：新築4物件

住宅以外 ：新築4物件、改修1物件

指針値を超えた物質と件数

なし

※2007年度は指針値を越えた物件はありませんで

した。指針値を超えた場合は、換気の励行など

の対策を実施します。
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◎フロンガス・ハロンガス回収・処理量の推移



◎建設現場での生態系保全の活動例（2007年度）

５つの重点課題：生態系保全

植物等への配慮

・建設工事の方法や手順などの見直しによる既存

樹木伐採範囲の最小化

・建設現場内の希少植物の移植、復旧、

モニタリング

・土が露出した斜面の在来種緑化の誘導

動物等への配慮

・キツネの繁殖期に配慮した工事スケジュールの

計画・実施

・建設現場内の希少動物の移動

・昆虫の誘引効果の少ない屋外照明の設置

［希少猛禽類］

・建設現場周辺の営巣木のモニタリング

・繁殖期に配慮した工事スケジュールの計画・実施

・色・光・音などの刺激低減対策の実施

・勉強会実施

魚類等への配慮

・海や河川内の建設工事での水質汚濁防止用

スクリーンの設置

・建設現場周辺の小河川の水枯れ防止調査

・海や河川に流入する排水の水質管理の徹底

その他

・熱帯材型枠の使用削減による熱帯林の保護

◎建設資機材のグリーン調達実績の推移

５つの重点課題：グリーン調達

4,8114,7854,485億円全調達額

669721664億円グリーン調達額

13.915.114.8％グリーン調達率*

11926百万円太陽光発電システム

481623865百万円
ガスヒートポンプ式
冷暖房機（28kW未満）

20116378百万円氷蓄熱式空調機器

222384378百万円吸収冷温水器

7837701,087百万円
ガスヒートポンプ式
空気調和機（28kW以上）

2,1641,4662,508百万円
エアーコンディショナー
（28kW以下）

112230201百万円
オゾン層破壊ガスを使用しな
い消火システムおよび装置

2,262528919百万円節水型機器

731979302百万円EM電線・ケーブル

1,6581,7121,288百万円Hf照明器具

3,2983,2473,224百万円
内装材、断熱材等
（16品目）

10,38411,7704,774百万円
PC材（プレキャストコンク
リート材）

294324372千t鉄筋

124145118千t鉄骨再生鋼材
（電炉鋼材）

357516596千m3高炉生コンクリート

232224千t高炉セメント

698758千t
再生アスファルト・コンク
リート

389594315千t再生骨材等

401271362千m3建設発生土

351206175百万円流動化処理土

2007年度2006年度2005年度単位主な指定品目

＊全調達額に占めるグリーン調達額の割合



環境配慮設計・環境配慮施工関連

◎環境配慮設計項目（2007年度設計物件） ◎建設現場での環境保全活動の選択状況
（2007年度）

◎建設現場へのご意見と対応の例（2007年度）

9819 自然環境・生態系の変更を抑制する

必須18 グリーン調達を実施する

3017 坑内ガスの発生を抑制する

9116 列車運転の阻害を防止する

18715 地盤沈下の発生を抑制する

20214 土壌汚染物質の発生を抑制する

40213 水質汚濁物質の発生を抑制する

15112 有害化学物質の発生を抑制する

19411 悪臭の発生を抑制する

50210 振動の発生を抑制する

5369 騒音の発生を抑制する

1698 型枠用熱帯材合板の使用を抑制する

957 オゾン層破壊物質の発生を抑制する

必須6 二酸化炭素の発生を抑制する

4645 粉塵の発生を抑制する

5144 排気ガスの発生を抑制する

2053 建設残土の発生を抑制する

必須2 廃棄物の発生を抑制する

4671 資源・エネルギーの消費を抑制する

選択

工事事務所数

環境サイトナビの

環境保全活動選択項目

悪臭の発生の少ない材料の選定および時
間帯を考慮した作業の実施

アスファルト防水の
悪臭

pH中和装置やノッチタンクの設置による水
質管理の徹底

工事排水による
水質汚濁

事前の作業内容説明および時間帯を考慮
した作業の実施

斫り作業に伴う
騒音・振動

事前の作業内容説明および周辺環境に
影響の少ない照明方法の選択

夜間作業時の照明

散水等による粉塵の飛散防止掘削作業に伴う粉塵

低速走行による騒音・振動の軽減
ダンプ走行時の
騒音・振動

工事事務所の対応ご意見の内容

※建設作業などについて、さまざまなご意見をいた

だいています。そのうち、2007年度に大林組の工

事事務所に寄せられた苦情は計1,487件でした。

※大林組の建設現場では、工事事務所用に作成した

当社の環境マネジメントシステム運用ツール「環

境サイトナビパック」を使い、上の表に示す19項

目から環境保全活動を選択しています。

凡例

H：「ハイタッチ」の項目

L ：「ローインパクト」の項目

※大林組は、サステナブル建築の基本を「ハイタッ

チ（環境への親和性）＆ローインパクト（環境へ

の負荷低減）」と捉え、社会の持続可能な発展に

貢献する建物の設計に取り組んでいます。

L

H

L

H

L

H

L

14.9 項目１件当たり配慮項目数

118 物件物件数

1,758 項目合計

ライフサイクルでの省
資源・廃棄物排出削減

8 
ライフサイクルでの環境
負荷低減

デザイン47 愛される建築

フレキシビリティ、高耐
久性など

152 長寿命建築

歴史的建築物の保存
再生

2 歴史・記憶の継承と再生

時
間

沈下・変形防止、静的・
動的荷重に対する安
全性

67 建物の安全性

防犯対策、自然災害・
火災対策

52 防災・防犯

シックハウス対策、有
害化学物質対策など

115 健康に対する安全性

共用空間、移動空間51 コミュニケーション活性化

ユニバーサルデザイン、
床振動の低減など

188 快適性・機能性の向上

利
用
環
境

騒音・振動の防止、日
照阻害防止など

182 周辺環境への配慮

緑化（敷地内、屋上、
壁面）、透水性舗装な
ど

121 周辺対話

景観、賑わい・たたず
まい

89 地域特性調和・創出

周
辺
環
境

代替フロン・ノンフロン
材料使用

20 オゾン層破壊防止

自然材料の利用（木、
石等）、リサイクル困難
材への配慮（ＦＲＰ等）

24 低環境負荷

副産物・再生材の活用
（リサイクル）、電炉鋼
材鉄骨の使用など

347 省資源

窓の断熱・日射遮蔽、
高断熱・高気密など

144 
省エネルギー
（負荷の抑制）

自然採光、自然通風・
自然換気など

102 自然環境の活用

緑のネットワーク創出、
自然の地形を生かした
建物配置など

47 生物環境の保護と創出

H

地
球
環
境

配慮項目数と具体的項目例分類



環境負荷の概観

◎マテリアルフロー（2007年度）

＊1 以下の廃棄物のうち一般廃棄物を除く。

【一般廃棄物】工事事務所のゴミなど

【産業廃棄物】建設汚泥・コンクリート塊など

【特別管理産業廃棄物】アスベストなど

＊2 オフィス、技術研究所、機械工場、機材センター

＊3 主要資材量に資材生産時のCO2排出量原単位を乗じた。

＊4 主要資材量に平均的な輸送距離とCO2排出量原単位を乗じた。

＊5 延べ労働者が2人で一台、往復30km通勤した場合の燃料にCO2排出量原単位を乗じた。

＊6 建物用途別の施工面積に建物用途別のエネルギー使用量とCO2排出量原単位を乗じた。

＊7 廃棄物排出量に平均的な輸送距離とCO2排出量原単位を乗じた。

＊8 廃棄物排出量に処理・処分のCO2排出量原単位を乗じた。

*1

*1

*1

*1

*1

*7

*8

*3

*4

*5

*2

*2

*8

*6

*2
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自社施設内での取り組み

◎オフィス業務における電力使用量の推移 ◎オフィス業務における水使用量の推移

◎オフィス業務における用紙使用量と
再生紙使用率の推移

◎オフィス業務の廃棄物排出量と
再生利用率の推移

◎ＰＲＴＲ法*対象物質取扱量の推移 ◎事務用品等のグリーン調達率*の推移

＊全調達額に占めるグリーン調達額の割合＊特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進

に関する法律
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※機械工場、機材センター、技術研究所を含むため
ＥＭＳの実績値と異なります。

※機械工場、機材センターを含むため
ＥＭＳの実績値と異なります。



グループ会社の環境データ

◎グループ会社環境保全活動連絡会参加会社の
二酸化炭素排出量の推移

◎大林グループ全体の二酸化炭素排出量の推移

◎グループ会社環境保全活動連絡会参加会社の
廃棄物排出量の推移

◎大林グループ全体の廃棄物排出量の推移

◎グループ会社環境保全活動連絡会参加会社の
用紙使用量の推移

◎大林グループ全体の用紙使用量の推移

36 36
31

0

10

20

30

40

2005 2006 2007 （年度）

C
O
2

排
出
量

（
万
t
|
C
O
2

）

260 274
247

0

100

200

300

2005 2006 2007 （年度）

廃
棄
物
排
出
量

（
万
t

）

396 380 371

0

100

200

300

400

500

2005 2006 2007 （年度）

用
紙
使
用
量

（
t

）

10
9 9

0

5

10

15

2005 2006 2007 （年度）

C
O
2

排
出
量

（
万
t
|
C
O
2

）

32

19

31

0

10

20

30

40

2005 2006 2007 （年度）

廃
棄
物
排
出
量

（
万
t

）

60
66 61

0

20

40

60

80

2005 2006 2007 （年度）

用
紙
使
用
量

（
t

）



環境会計

◎環境保全コスト

◎環境効率性指標

●環境会計算出基準

●環境保全効果算出原単位（2007年度）

30,25330,88527,458合計

446412小計

446412環境損傷対応引当金、保険料コスト

000自然修復のためのコスト
環境損傷対応

コスト

4516環境関連団体への寄付・支援コスト社会活動コスト

2,4081,8091,625環境関連研究開発コスト研究開発コスト

1,019879961小計

363343318環境関連部門コスト

1027780現場周辺美化コスト

738環境教育コスト

252107132監視・測定コスト

6511299情報開示・環境広告コスト

230237324ＥＭＳ運用コスト

管理活動コスト

1,6701,3891,368環境配慮設計コスト上下流コスト

25,14826,33923,476小計

17,18117,44714,976資源循環コスト

490936438地球環境保全コスト

7,4777,9568,062公害防止コスト

事業エリア内
コスト

2007年度2006年度2005年度項目

（単位：百万円）

建設資機材のグリーン調達実績額
－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

建設資機材の調達実績総額

13.915.114.8％

グリーン調達

施工高
－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

新築工事建設廃棄物（汚泥除く）排出量

4.842.663.03
百万円

/t

建設廃棄物排出

施工高
－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

建設段階でのCO2排出量

5.314.324.33
百万円
/t-CO2

二酸化炭素排出

2007年度2006年度2005年度指標

・各環境保全コスト・効果について
は、建設業3団体*による「建設業
における環境会計ガイドライン
2002年版」をベースとし、環境省
「環境会計ガイドライン2005年版」
を参考とした当社の算出基準に
従って算出。

・公害防止コスト、地球環境保全コ
ストのうち、建設現場で発生して
いるコストは、サンプル現場の数
値と期中施工高などを基に全体
を推計。

・資源循環コストのうち、建設現場
で発生する建設廃棄物処理・処
分費は、マニフェストで把握してい
る実数に、各店単位の品目別平
均的処理単価を乗じて算出。（大
林組の単独現場と、大林組が代
表者となっている共同企業体の
全数が対象）

＊（社）日本建設業団体連合会、

（社）日本土木工業協会、

（社）建築業協会
※2007年度の環境関連の投資はありません。

0.555その他

0.375 九州電力(株)

0.368 四国電力(株)

0.338 関西電力(株)

0.457 北陸電力(株)

0.481 中部電力(株)

0.339 東京電力(株)

0.441 東北電力(株)

0.479 北海道電力(株)

排出係数
（kg-CO2/kWh）

事業者名

0.05353g- NOX /MJ0.04998g- NOX /MJ0.06965g- NOX /MJ0.673g- NOX /kWhNOX 
*2

0.00318g- SOX /MJ0.00358g- SOX /MJ0.00298g- SOX /MJ0.424g- SOX /kWhSOX 
*2

2.08kg- CO2 /m32.49kg- CO2 /L2.62kg- CO2 /L電気事業者別*4CO2
*2

41.1MJ/m336.7MJ/L38.2MJ/L9.97MJ/kWh一次エネルギー*1

ガス灯油軽油電力項目

＊1 電 力 ：エネルギーの使用の合理化に関する法律施行規則

電力以外：地球温暖化対策の推進に関する法律施行令第三条排出係数一覧表
（平成18年3月24日一部改正）

＊2 地球温暖化対策の推進に関する法律施行令第三条排出係数一覧表
（平成18年3月24日一部改正）

＊3 建物のＬＣＡ指針（案）、日本建築学会

平成18年度の電気事業者別排出係数、

環境省

*4 電気事業者別排出係数



◎環境保全効果

◎経済効果

88105113百万円サイトウェア

215264256千t-CO2建設現場

CO2排出量

アウトプット

333千t-CO2うち輸送*4

446千t-CO2オフィス

333千t-CO2その他*1

9411398t-SOX建設現場

SOX排出量
0.130.130.14t-SOXうち輸送*4

556t-SOXオフィス

333t-SOXその他*1

276335321t-NOX建設現場

NOX排出量
3.022.983.19t-NOXうち輸送*4

7710t-NOXオフィス

555t-NOXその他*1

2,1642,5522,281千t建設廃棄物排出量（汚泥含む）

0.61.04.3％建設廃棄物再使用（現場内利用）率（汚泥含む）

86.484.981.1％建設廃棄物再生利用率（汚泥含む）

132191208千t建設廃棄物最終処分量（汚泥含む）

2.84.24.9％建設廃棄物最終処分率（汚泥除く）

6348531,158kgＰＲＴＲ法対象物質化学物質取扱量

2,3703,5511,923tアスベスト処理量
化学物質処理量

4.55.79.0tフロン・ハロン回収処理量

252*6462555TJ/年環境配慮設計による省エネルギー量
製品・サービス

435*6674811千t-CO2環境配慮設計によるCO2排出削減量*5

1,0291,1021,054百万円ＯＡ機器

19118679百万円事務用品*3

424969百万円再生紙*2

66,87972,10966,378百万円建設資機材

グリーン調達額

423844千m3その他*1

424665千m3オフィス

1,9312,2432,121千m3建設現場

水使用量

717374TJその他*1

111111150TJオフィス

4,0354,8914,651TJ建設現場

エネルギー使用量

インプット

2007年度2006年度2005年度項目

＊1 技術研究所、機械工場、機材センター

＊2 オフィス、技術研究所、機械工場、機材センターの集計

＊3 事務用品等調達システム「Biznet」による集計

＊4 機材センターの軽油使用量に伴う排出量

＊5 建物寿命を35年と想定

＊6 2007年度から計算対象の用途を「事務所等」「物販店舗等」「ホテ
ル等」「病院等」「学校等」に絞り込んでいます

＊7 前年度からの使用削減量を下記数値で換算

電力（22円/kWh）

「新電力料金目安単価」(社)全国家庭電気製品公正取引協議会より

軽油（107,000円/kL）

灯油（77,500円/kL）

以上「月刊積算資料」2008年3月号 (財)経済調査会より

＊8 現場内再利用した廃棄物を下記数値で建設資材に換算

建設汚泥→埋戻土（2,900円/m3）

コンクリート塊→再生砕石（1,500円/m3）

アスファルト・コンクリート塊→再生砕石（1,500円/m3）

以上「月刊積算資料」（財）経済調査会2008年3月号より

木くず→木チップ（4,000円/m3）

「埼玉県でよく見られる有用広葉樹50の取引価格例」

埼玉県農林部森づくり課ホームページ資料より

＊9 新築建築現場の集計

※エネルギー量単位

1TJ（テラジュール）＝1×1012J（ジュール）

99383260百万円有価物売却益

411727百万円混合廃棄物処理費用削減*9

建設廃棄物分別による効果アウトプット

2736213百万円資材購入量*8（実績値）

16-531百万円灯油使用量*7（前年度比）

1,205365455百万円軽油使用量*7（前年度比）

923-808-589百万円電力使用量*7（前年度比）
建設現場での
省資源・省エネルギーによる
費用削減効果

インプット

2007年度2006年度2005年度項目



本データ集に関するお問合せ先

株式会社大林組 東京本社 地球環境室

ＴＥＬ ０３－５７６９－１００２

ＦＡＸ ０３－５７６９－１９０１

E-mail oged@obayashi.co.jp

◎参加・支持している外部の憲章・提唱等 ◎環境関連の主な参加団体（2007年度）

みなと環境にやさしい事業者会議（mecc）

日本経団連自然保護協議会

(特活)日本環境倶楽部

地球環境関西フォーラム

(財)世界自然保護基金ジャパン（WWFジャパン）

サスティナビリティ・コミュニケーション・ネット
ワーク（NSC）

国連大学ゼロエミッションフォーラム（ZEF）

グリーン購入ネットワーク（GPN）

環境を考える経済人の会21（B-LIFE21）

大阪商工会議所 経済産業部環境推進委員会

エコエフィシエンシーとエコデザイン技術特別研究会
（SPEEED）

・環境自主行動計画
(社)日本経済団体連合会

・建設業の環境自主行動計画
(社)日本建設業団体連合会
(社)日本土木工業協会
(社)建築業協会

社外の参加団体等
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